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This paper describes a method of statistical determination of the interference prediction using 

the computer simulation which brings about much useful information concerning a plan of frequ・

ency assignment for the land mobile service. 

This method has the following three features : 

( 1 ) The model of the land mobile service is constructed taking account of the actual operation 

and specifications of a radio equipment. 

( 2) The procedure of clock time in simulation program is based on the measured values of 

on-frequency time obtained from the actual traffic. 

( 3) Input data in computer simulation is used for the stored file having the assigned frequency 

and the substantial features of each radio station. 

An experiment on computer simulation of the commercial FM systems in the 150 MHz band was 

carried out by using the assigned frequencies in a large city. From its result, the following facts 

of four interferences (e必， co-channel,adjacent-channel, intermodulation, and external noise) are 

clear: 

( 1 ) The external noise interference occupies the greater part of four interferences. 

( 2) Co-channel interference often occurs at the special frequencies. 

( 3) Interferences of adjacent-channel and intermodulation are negligible. 

The proposed method in the land mobile service is available for the efficient frequency utiliza-

tion on the basis of interference prediction which contains the useful information about the addi-

tional frequency assignment, the correction in the effective radiation power and so on. 

This method is being continuously studied for its improvement and renewal in comparison with 

the present system. 
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1. 緒言

近年増加の一途をたどる陸上移動無線の需要傾向lζ対

処するため，周波数有効利用の分野での研究が極めて重

要になり，既lζ狭帯域伝送を中心とする検討(1)や新周波

数帯の開拓（2）など，幾つかの研究が進められている。と

とで述べる混信妨害予測も，周波数有効利用のための周

波数割り当て法を追求する手段として，以前から提案附

されているものの一つである。

しかしながら，混信妨害予測を積極的に利用するには

妥当性，信頼性等に対する十分な配慮を必要とし，とれ

らを満足する混信妨害予測法の確立は現在まだなされて

いない。特に陵上移動無線システムでの混信妨害予測

は，無線局や運用法に移動無線悶有の複雑さがあり，一

層困難なものとなっている。

諸外国でも近年混信妨害予測を考慮したチャネJレプラ

ンが検討され，報告書も幾っか発表附されている。これ

らのほとんどは，計算．機シミュレーションによる統計処

理の手法を用いているが，まだシステムモデルに不備な

点も多く，十分なものとはなっていない。

本論文では以上述べた乙とを考慮し，混信妨害予測と

して次に述べる3つの大きな特徴をもっ，計算機シミュ

レーションでの方法を提案している。

第1の特徴は，我が国における陸上移動無線システム

を混信妨害予測の面から注目し， システムモデルを伝

搬，受信機，運用の3つの大きなモデルで構成したとと

にある。特lζ受信機のモデル化には，理論値よりもむし

ろ実測値を考慮し，また扱っている数値は我が固におけ

る一つの基準として，他の方面での活用も期待できる。

第2の特徴は，時計（時間軸）を導入した乙とであ

る。乙れにより各周波数の時間変化iζ対応する状態変化

のは握が可能となり，動的な混信妨害予測の充実lと大き

く寄与するものと考えられる。なお ζの時計について

は，実測で得た通信時聞に基づいて時刻を進める，可変

時間法を用いている。

第3の特徴は，入力データlと周波数ととれに関する10

数項目の無線局の特徴を用いたととである。とれは従

来，周波数関係でのみ論じられるととが多かった混信妨

害予測を，より実用的なものlとするための考慮である。

本論文では，以上の特徴をもっVHF帯FMI湯上移動

無線システムを対象とした，混信妨害予測法とそのシミ

ュレーション実験の例についで述べる。なお実験結果で

は外来雑音の影響が顕著であり，相互変調混信妨害の発

生は皆無である。乙の結果は，動的な混信妨害予測の反

映と考えられるが，今後十分な検討が必要である。

またシミュレージョンでは，対象とする地域での混信

妨害予測はもとより，周波数の追加割り当てに関する影
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響，無線局の置局の配置，空中線電力，アンテナ高ある

いは待ち時間等についても検討が可能で，今後の効率的

な周波数割り当て手段として活用が期待できる。

2. 陸上移動無線システムのモデル化

陸上移動無線システムの適確な混信妨害予測には，単

なる周波数関係での検討では不十分で (1）使用するパラ

メータの値が，ある確皐で与えられる場合の取り扱い

(2）時間変化によるシステムの状態変化（3）運用されてい

る無線局の特徴，などを考慮しなければならない。とれ

らの観点からシステムは伝搬，受信機，運用の三項目が

基本であると考えられる。したがって，乙とではシステ

ムモデルを伝搬，受信機，運用の三つの大きなモデルで

構成し，各モデルには実際の運用状況が十分反映される

よう考慮している。

2. 1 伝搬宅デル

伝搬モデルとは，伝搬路のモデル化によって導かれ

る，電界強度計算のための数式モデルの乙とである。伝

搬条件としては，（1）高低差の少ない地形（2）ピJv，民家

等が比較的密集している中小都市（3）最低送受信アンテ

ナ高 1.5m (4）最短伝搬距離 0.3km，を仮定している。

(3）項は自動車に設置するアンテナ高を考慮したものであ

り，（4）項は送受信アンテナが接近した場合の，複雑な伝

搬特性の考慮を避けるため設けた条件である。

以上の伝搬条件lζ適用可能な電界強度計算法として，

奥村らの方法問及び Egliの方法聞がある。

奥村らの方法は自由空間での電界強度を基本として，

都市域での伝搬損失，送受信アンテナ高利得，電波到来

方向別損失など運用状況に応じて補正し，最終的な電界

強度の平均値を推定するものである。乙の方法は，パラ

メータが多いため運用状況を詳細に考慮でき信頼性の向

上は期待できるが，反面使用法が複雑であり，伝搬距離

lkm未満及び送信アンテナ高が低い場合（20m未満）の

処理については触れていない。

一方， Egliの方法は平面大地の電界強度を基準とし

て，都市域での損失を実測値の統計結果に基づいて補正

したもので，極めて単純な計算式で示されている。

両者の方法を比べると，前者の場合シミュレーション

での電界強度計算lζは複雑すぎるため，乙乙では後者の

Egliの方法を基本とするが， アンテナ高の利得計算に

奥村らの条件を一部取り入れている。 Egliの方法によ

れば送信アンテナ高lζ対する利得は6dB/Oct，受信アン

テナ高iζ対しては 30feet （約9m）まで 3dB/Oct,

乙れを超えると 6dB/Octとなる。一方，奥村らの方法

では伝搬距離で若干異なるが，送信アンテナ高が20m以

上でほぼ 6dB/Oct(20m未満については記述がない），

受信アンテナでは l.5m～5mでほぼ 3dB/0ct,5 m 
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～!Omでおよそ6dB/Octである。

以上のように受信アンテナ高での相対利得が両者閣で

若干相違している。乙れは建築様式に関係すると考えら

れる乙とから，ここでは Egliの計算式を条件付きで用

いる乙ととし，乙れを（1）式に示す。

E5o=ll. 7Bhthn/P /d2 (μVim) 

ただし ht,hr~5 …・・・（1) 

乙乙で ht,hγ：送受信アンテナ高（m)

P：実効ふく射電力（W)

d ：距離（加）

E5o：電界強度平均値 （μVim)

なお条件として ht,hrが5m未満の場合は，それぞ

れ.／Shi,イ百五？として（1）式の ht,hγに代入し計算す

る。

第1図lと各方法での電界強度の計算例を示す。奥村ら

の方法は運用状況にもよるが，全般的に Egliの値より

もかなり低い値を示す。乙れは実測の対象となった都市

構造の差によるもので，ある程度の推定値の相違は予想

される。

以上述べたように基本となる伝搬モデルは（1）式で構成

するが，場所等による変動量を考慮して最終的な値の決

定には奥村， Egliらの結果を参考111Iζ，標準偏差 9.0

120 
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空中線電力（W)
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dBの dB－正規分布に従う乱数（3.3節で詳述する）を

用いている。

2.2 受信機モデル

一般に自己回線（以下「希望波」と呼ぶ）が他回線

（以下「非希望波Jと呼ぷ）から混信妨害＊を受ける場

合，非希望波の送信機iζ原因するもの（例えばスプリア

ス発射）と希望波の受信機に原因するもの（例えば感度

低下現象）とに大別できる。後者の場合は，非希望波の

影響がその受信機の特性あるいは希望波，非希望波のレ

ベル関係で多様に変化する。昭和49年度の調査資料【酎に

よると， 30MHzを超える周波数での混信妨害の原因は，

発生頻度の高い順に同一周波数，スプリアス発射，雑音

障害，近接周波数，相互変調となっている。乙の結果を

みると，上位2つを除いては受信機の特性lζ左右される

項目であり，またスプリアス発射は受信機側の混信現象

からみれば，同一周波数あるいは近接周波数混信と同じ

扱いができる。

以上のととを考慮して，受信機モデルは同一周波数，

近接周波数，相互変調，雑音の4つの耐混信妨害特性で

構成する。また耐混信妨害特性のモデル化には，理論値

＊ζ乙で混信i妨害とは，混｛言による妨害と雑音による妨害
（雑音妨害）をいう。妨答とは混｛詩，雑音により希望波の受
(;j'品質が所定の値以下IC劣化した状態をいう。以下同様。

基地局（送信）｜移動局（受信）
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第l図電界強度の計算例
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を用いるととも可能であるが叱乙とでは実際的な値で

ある実測値を参考lζ，受信機の低周波出力所要SN比と

希望波， 非希望波の入力電圧比（以下「DU比」とl呼

ぶ）の関係を用いている。なお所要SN比 （NIとは）f.：希

望波の復調信号及び高調波歪等も含む。以下同様）は12

dBとしているが， この値は諸外国の陸上移動無線シ

ステムの測定法のなかでも検討されているものであ

る(10）。

2.2.1 高周波部，中間周波部選択度特性

近接周波数，相互変調両混信妨害は，受信機の幾つか

の特性のなかで，特lζ高周波部の選択度特性が大きく影

響する。との項では混信妨害額lj定結果を一般的な耐混信

妨害特性に拡張するため，（2）式lと示す高周波部選択度特

性を仮定している。なお同式は，単一向調回路の選択度

特性を表す基本式(11)とその接続段数からなっている問。

A=lON log10(1 +4Q2('1///0)2) (dB) 

ただし （11/!fo）《1 …・・（2)

乙こでん：希望波周波数（MHz)

11／：非希望波周波数fとんとの差周波数
(MHz) 

Q：単一同調回路の Q

N：単一同調回路の接続段数

A：んに対する fでの相対減衰量（dB)

なお本論文では Q=75,N=6を用いているが，これ

は高周波部周波数特性の実測結栄H丸山と（2）式で昔｜・算さ

120 
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れる特性との近似がよいことによる。実測結果と（2）式の

計算結果を第2図l乙示す。

次に中間周波部の選択度特性は，現住の 20kHzセパ

レーションの陸上移動無線システムを考践し，中心周波

数 ±8kHzの矩形特性としている。 CN比の計算など

雑音量lζ関する記述はすべてζの値を用いている。

2.2.2 耐同一周波数混信妨害特性

同一周波数による混信妨害は，希望波及び乙れと同一

周波数（乙乙ではん土8kHz以内の周波数をいう）の

非希望波とが同時に受信されるととに原因する。しかし

この混信妨害の影響は，希望波と非希望波の相対的なレ

ベル関係に依存することが知られている刷。

ととでは実測結巣などを参考にして，同一周波数混信

妨害は（3）式の条件を満足する場合に発生するものとす

る。

/ 2 (D-6) (dBμ) 

｜ ただし lOdBµ>D~ OdBμ 
Uc>UcMAx= l 

] D-2 (dBμ) 

¥ ただし D~ lOdBμ 

・・・（3)

乙乙で D：希望波入力電圧（dBμ）事

Uc MAX：低周波出力所要 SN比 1剖Bを維持

する非希望波入力電圧最大許容値

＊とこでは受信機入力インピーダンスsonを仮定し， OdBμ
=-113dBmの関係にある。以下同様。
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第2図 高周波部周波数特性予測曲線 （N=6,Q=75の場合）
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40 

合lζ発生するものとする。

Uv>UvMAx=U'vMAx+A (dBμ）……（5) 

乙乙で A：／とんとの差周波数 '1／を（2）式に与

えて求まる減衰量（dB)

UDMAX：低周波出力所要 SN比 12dBを維持

する非希望波入力電圧最大許容値

(dBμ) 

Uv：非希望波入力電圧（dBμ)

第5図に希望波入力電圧をパラメータとして，（5）式で

求めた非希望波入力電圧最大許容値の一例を示す。

2.2.4 耐相E変調混信妨害特性

受信機での相互変調とは従来から知られているよう

に，希望波周波数とは異なる2波あるいはそれ以上の周

波数が受信機の高周波部非直線回路に作用して，希望波

帯域内に落ち込む周波数を発生する現象である。乙れは

3次， 5次，……， I型， E型， …・・・のように歪次数又

は組み合わせ波数で分類されている側。

乙乙で対象とする相互変調混信妨害は，その影響が最

も大きいと考えられる3次I型（周波数関係、はん’＝2/1

-/2，ただし lfo’－fol :S: 8kHz，またレベJレ関係は
U1M=2U1+U2+a，なお， U1M,Ui, U2はそれぞれ

ん’， Ii./2 lζ対応するレベ；v,aは非直線係数，単位は
各 dB）とする。乙の型の混信妨害の検討には，非直線

モデルによる理論値を用いる乙とも可能であるが1191,

乙とでは隣接波，次隣接波（'1/2=40kHz）での実測

値聞を5次の多項式で近似した（6）式を用いる乙ととし

隣接，次隣接波による相互変調混信妨害は，同式を満足

する場合に発生するものとする。

近後周波数混｛言妨害の実測値の近似による

隣接波入力電圧最大許容値予測曲線
第4図
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(3）式の計算例及び 2,3の機器の測定結果を第3図lζ

示す。

2.2.3 耐近接周波数混信妨害特性

希望波の近接周波数（2.2.2項で定義した同一周波数

は除く）で高いレベルのものが受信機に加わると，希望

放の感度低下現象を生ずる。乙の原因は増幅器の飽和な

ど幾っか考えられている川，(16)0 ととではこれら個々の

原因には触れず実測結果聞に基づいて，隣接波 （'1/= 

20kHz）の混信妨害は（4）式を満足する場合lζ発生するも

のとする。

U’v>U’DMAx=85. 5+ (3/4)D (dBμ) 
ただし 30dBµ~D~10dBµ ……（4) 

ここで U'DMA.＼＂ ：低周波出力所姿SN比1剖Bを維

持する隣接波入力電圧最大許容値

(dBμ) 

U'v ：隣接波入カ電圧（dBμ)

(4）式の計算例及び実測結果を第4図lζ示す。

また任意の近接周波数の混信妨害は，（4）式11::(2）式の高

周波部周波数特性を考慮した，（5）式の条件を満足する場

第3図
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第6図

U’I：隣接被入力電庄町と次隣接入力

電圧 U2を（2U1+U2)/3で求め

た値（dBμ)

第6図lζ実測結果及び（6）式の計算：例を示す。

またん’＝2/1ーんの関係にある任意の2周波数Ii.
/2の相互変調混信妨害は，（6）式に（2）式の高周波部周波
数特性を考慮した（7）式を渦＝足する場合iζ発生するものと

する。

U’1>U’IMAX=44. 7+3. 02D-0.126D2 
+o. 311x10-2 DLO. 397 八 10-•D4

+o.201・x10-ans (dBμ) 

ただし 40dBμ:<:: D:<:: lOdBμ 

－・・・・（6)

U’IMAX：低周波出力所要SN比1剖Bを維

持する隣接，次隣接波入力電圧最

大許容値（dBμ)

乙乙で
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求めた非希望波入力電圧最大許容値の一例を示す。

2. 2. 5耐雑音妨害特性

一般に雑音妨害は，受信機の内部で発生する内部雑音

と，外部から入る外来雑音lζ大別できる。前者は；帯域制

限されたランダム雑音として取り扱いが可能であるが，

外来雑音はその性質が発生源で種々異なり，受信機への

影響もまだ明確になっていない。したがってここでは外

来雑音もランダム雑音と仮定する。

(1) 内部雑音

1976 

U1>U1M.u=(2A1+A2+3U’IMAX)/3 (dBμ) 
・・・・・・（7)

乙乙で AhA2 :/h /2とんとの差周波数 /J/h

dんを（2）式の /Jfl乙代入して求まる減衰量（dB)

U1M,1X：低周波出力所要SN比1剖Bを維持する

非希望波入力電圧最大許容値（dBμ)

U1 :ft. /2 lζ対応する非希望波入力電圧uh
U2を （2U1+U2)13で求めた値（dBμ)

第7図lζ希望波入力電圧をパラメータとして，（7）式で
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外来雑音が無視できる地域でも，希望波の入力電圧が

ある値以下になると，受信機の内部雑音で通信が不能と

なる。乙乙では低周波出力所要SN比1剖Bを得るに必

要な入力電圧を，市販の二，三の受信機の測定結果を参

考として設定する。第8図に実測例を示すが，同図lとよ

れば受信機の所要入力電圧は－5dBμ～OdB11の範聞と

考えられるので，他の混信妨害との関係からとの値をO

dBμ とする。乙の値は所要 SN比1剖Bを得る受信機

の感度lζ相当する。

(2）外来雑音

外来雑音は人間生活lと付随して発生する人工雑音が文

配的で，特にこのなかで自動車の点火フ。ラグから発生す

る，いわゆるイグニッションノイズは lSOMHz帯では

無視できない存在である。資料剛，但”によれば，雑音強

度は自動車の通過台数と密接に関係し，その分布は正規

分布iと近いと認められる。乙乙ではこれらの資料を参考

として外来雑音を推定するが， ζの値は検波回路の時定

数が充電lms，放電600msの準せん頭値での測定結果

に基づいている。外来雑音妨害は希望波入力電圧とこの

推定法で求めた外来雑音入力電圧との比が， 4.2dB未満

の場合に発生するものとする。乙の値は低周波出力所要

SN比 1剖Bを得るに必要なCN胞で，外来雑音l乙ラン

ダム雑音を仮定し，中間周波帯域幅16kHz, 低周波帯

域幅3kHz，周波数偏移3.SkHzとして理論的に求めた

値であり（22），第9図lζ示した市販機器のCN比対 SN

比の実測結果ともほぼ一致する。なお周囲の CN比の

値は中間周波帯域炉波器出力部のもので，雑音lζは受信

機内部雑音を用いている。

40 
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中間周波帯域ろi皮器出力CN比（dB)

第9図 CN比対出力 SN比の実測例
（筆者らの実測による（1社2機種））
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2.3 運用モデル

従来の混信妨害予測は主に周波数関係でのみ行われ，

使用する無線局の特徴やその運用法には言及しない場合

が多身ある。しかし昨今の周波数の需要傾向からみて，

一層効率的な周波数の分配が望まれ，今後の混信妨害予

測には電力，アンテナ高，種別などとその運用法，例え

ば通信の方法や呼数，保留時間（2.3.2項で詳述する）

等の多方面にわたる配慮が重要な要素となると考えられ

る。乙とでは混信妨害予測の対象とする無線局とその運

用法のモテリレ化について述べる。

2.3.1 無線局のファイリング

ある地域で既に割り当てられている周波数には，その

童話線局の無線局事項書（以下「事項書」と略称する）及

び工事設計書（以下「設計書」と略称する）が管轄の電

波監理局に保管されている。これらの事項書，設計書か

ら無線局の特徴を読み取り，入力データとしての無線局

リストを作成する。乙の操作をことでは無線局のファイ

リングと呼び，作成されたファイルを「マスターファイ

Jレ」と呼ぷ。

マスターファイJレは幾つかのレコードで構成され， 1

レコードは21項目からなる。各項目には免許人名，周波

数，実効ふく射電力，種別，アンテナ地上高，局数など

のほか運用に関するものがある。乙の1レコードを以下

「無線局単位」と呼ぶ。

各レコードの項目を便宜上一般項目と運用項目lζ大別

すると，前者lとは事項書，設計書の記入事項である免許

人名，周波数などのほか電気的特性の記述が含まれ，後

者には事項書，設計書から判断して特殊な運用方法事と

みられるものの記述が含まれる。主な項目について，そ

の意味と各項目内で種類，値等を指定するのに用いるコ

ードについて次lζ述べる。

(1）一般項目

種別：無線局単位の種別を示すもので固定局，基地

局，陸上移動局，携帯基地局，携帯局，簡易無線局 1,2

の7種別を用いる。種別を示すコードを「種別コード」

と呼ぶ。

無線局単位識別：無線局単位を識別するための名称

で， ζれを「識別コード」と呼ぷ。

通信目的：無線局単位の通信目的業務を示す。なお事

項者の通信目的業務は複雑多岐であるため，便宜上以下 t

l乙示す3種に分類してコードで示す。コード1は答察，

消防業務，コード2は電力，金融業務，コード3はその

他の業務である。なおこのコードを「目的コード」と呼

ぶ。

事乙とではl周波数による単信方式を一般的な述用方法と
し，とれ以外の方法を特殊な運用として扱う。
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設置場所：無線局単位の設置場所を示すもので町名，

番地などに対応する論理番地（2.3.3項で詳述する）を

コードとして用いるが，特殊なコードとして移動する無

線局単位及び対象地域外IC:設置された無線局単位に関す

るものがある。これらのコードを「設置場所コードjと

呼ぷ。

アンテナ地上1"'6：アンテナの地上品．を示すもので， ill

請されたアンテナ海抜高と地凶から求めたアンテナ設住

場所の海抜高の差をコードlと用いる。山頂l乙設置された

場合も同様に扱う。乙のコードを「アンテナ地上高コー

ドJと呼ぶ。

指向性：アンテナの最大ふく射方向を示すもので，！＼

北を基準l乙45度づつに区切った8個の領域をコードとし

て用いる。乙のコードを「指向性コード」と呼ぷ。

局数：一つの無線局単位lζ含まれる同一仕様の無線局

数を示す。局数をコードlζ用い，乙れを「Jm数コード」
と l~J-l~o

(2）運用項目

リンク：中継局を介して通信する乙とを示すもので，

乙れを示すコードを「リンクコード」と呼ぷ。

2周波方式：同一無線局で異なる送受信周波数を用い

て通信する ζとを示す。乙の方式の装備の有無を示すコ

ードを「2周波方式コード」と呼ぶ。

マルチチャネル：同一無線局が複数の周波数をもっと

き，乙れを？）レチチャネルの局といい，周波数の数lζ相

当する無線局単位を作成する。乙の場合，各無線局単位

が？）レチチャネルの局lζ属するかどうかを示すコードを

「？）レチチャネルコード」と呼ぶ。

1回

マルチアンテナ：同一無線局が実効ふく射電力，高さ

等が異なる複数のアンテナを使用する場合，マルチアン

テナを装備しているという。乙のマルチアンテナの装備

の有無を示すコードを「マルチアンテナコード」と呼

主主。

2.3.2 トラフイックの処理

2.2節で述べた同一周波数，近接Jal波数の各混信妨害

は，希望波と非希望波の最低2波の同時運用が必要であ

り，特lζ相互変調混信妨害は関係する3波の同時運用が

必要である。乙の点IC:注目すると混信妨害の発生率は，

各周波数の利用率や運用されている無線局の特徴で大き

く変化すると考えられる。乙乙では混信妨害の発生率

lζ，大きな影響を与えると考えられる，周波数の利用率

と無線局のON率について考慮する。

(1) 周波数の利用率

ある割り当て周波数の時間区間 （t,t＋τ）での延べ保

留時｜！日（保留時間とは呼の生起時刻と終了時刻の聞の時

間をいう）を Tとしたとき， T/rをその割り当て周波

数の「利用率」と呼ぷ。利用率の平均値は，平均保留時

間と平均呼数及び単位観測時間で定まる。

有線電話の分野では保留時間l，日手数などは以前から調

査検討され， トラフィックの解析では保留時間iζ指数分

布，日子の生起にはポアソン分布を用いている問。

乙れに対して我が国の陸上移動無線システムの保留時

間，呼数等の調査資料は，電波監理局のもの（241 が唯一と

考えられる。同資料によれば平均保留時間，平均呼数な

ど業務どとに大きな特徴をもつが，各業務の保留時間分

布はほぼ指数分布をしている。第1表にこの資料を業務

第1表保留時間等の観測結果（文献（24）を業務別IC:平均して示している）

サンプル 平均保留 平均呼数 平 均 畳 繁 時

業務名 時 問 利用率 l甚大（利%用）率 時平幼間保（秒留） ホ轟（回定／時呼間数） 
目的コード

周波数の数 （秒） （困／時間） （%） 

A 50 23.64 19. 4 12.8 44.0 29.0 54.6 

B 29 38.59 10.6 11. 4 50.0 45.0 40.0 3 

c 15 9.40 77. 2 20.2 36.0 3.0 432.0 3 

D 10 25.80 9.6 6.9 25. 0 40.0 22.5 2 

E 6 17.33 39.2 18.9 41. 0 23.0 64.2 

F 5 40.20 3.3 3. 7 30. 0 30.0 36.0 2 

G 3 20.00 9. 7 5.4 24. 0 26.0 33.2 2 

H 1 15. 80 32.0 14. () 14. 0 15. 8 32.0 ：~ 

2 41. 00 4. 7 5.4 15. 0 35.0 15.4 2 

J 6 23.00 27. 9 17.8 46.0 25.0 66.2 

注1.＊印は同一業務内での最大利用率のものを示す

注2.* ＊印の推定日手数は次式により求めたf査である。推定呼数＝最大和l]ffllf.×3,600／平幼保留時間
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第2表保留時間の実測例（筆者らの実測による）

延観測べ時間
サンプル

保平留時間均（秒） 標準（秒偏）差呼数

A業務 4時間 181 9. 78 4.94 

B業務 10時間 231 25.68 23.34 

C業務 4時間 376 19.72 16.05 
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第10図保留時間の累積分布
(C業務の筆者らの実測値を使用）

どとにまとめ保留時間，呼数などを算術平均して示す。

なお第2表及び第10図には筆者らの観測結果を示す。同

図はある業務を実測した場合の保留時間累積分布を示し

ているが，乙の分布は指数分布で近似できる。また第2

表では2,3の業務の平均保留時間を示したが， ζれらの

値は電波監理局の資料ともよく一致している。

以上の結果を参考lζ，シミュレーションでは2.3.l項

で述べた目的コード別に平均保留時間，平均呼数及び平

均利用率を設定する。また保留時聞には指数分布，呼の

生起にはポアソン分布を用いる。

(2）無線局のON率

延べ保留時間 Tは電波発射の延べ時聞にほぼ等しい

値を示すが，電波発射の状況についてはなにも示さな

い。一方，割り当て周波数1放に多数の無線局が所属す

る場合，とれらの無線局の実効ふく射電力，種別等はか

なり多様である。したがって混信妨害予測には，電波が

発射される無線局の特徴を考慮するζとが極めて重要と

考えられる。

電波研究所季報

ととでは同一割り当て周波数に所属する無線局単位に

ついて，電波法で許されるすべての通信可能な無線局単

位の組み合わせを求め，各組み合わせの送信無線局単位

lζ，電波の発射時閣の割合を与える。以下，各無線局単

位の電波発射時間の割合を「ON率」と呼ぴ，可能な組

み合わせとそのON率を示したファイルを「トランザク

ションファイル」と呼ぷ。

ON率については，基礎となる資料を入手していない

ため，と ζでは割り当て周波数に所属する無線局がほぼ

等しい時間割合で，電波を発射すると仮定する九以下

lζON率計算法を示す。

免許人名や周波数が等しい，幾つかの基地局無線局単

位（以下「B」と呼ぶ）と移動局無線局単位（以下「M」

と呼ぷ）がある場合，乙れを識別コード i,j (i=l,2，…， 

li, j=l,2，…，ん，んらは同一割り当て周波数i乙所属の

各無線局単位総数）を用いてそれぞれ Bt,M；で表し，

それらの無線局単位に所属する局数を n(Bt), n(MJ) 

とすれば，同一割り当て周波数lζ所属する総局数 N は

次式で求まる。

N = －~ n(Bi) + ,ti n(MJ) 
‘＝1 ;=1 

…・（8.1)

また総局数lζ対する各無線局単位所属局数の割合を

ρ（Bt),p(M1）とすれば， ζれらは次式で求まる。

ρ（Bt)=n(Bt)IN 

P(M;) =n(M1) IN 
、．EJn4
 

0
0
 
r
、

B
B
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以上の結果を用いて，局数と相対する無線局のすべて

の組み合わせを考慮した荷重値 ρ却を次式で与える。

2｛~P偽）｝t~P（吟）｝
ρ叩＝｛ただし j=lz=l,n(M1) =1の場合

2・｛主ρ（
・・・・・・(8. 3) 

これらの関係、を用いて，通信可能な組み合わせのON

寧ρ仰を次式で求める。

ρon(Bt,MJ）＝ρ（Bt）ρ（M1）／ρ世 1
Pon(MJ, Mk）＝ρ（M；）ρ（Mk）／ρ甜｝…（8.4) 
ことで k=l,2,…，ら J 

なお（8.4）式の （Bi,M1）は， Bt無線局単位が送

信， M1無線局単位が受信の組み合わせを示すものとす

る。

0 N率の計算例として，基地局の無線局単位が1個で

＊陸上移動無線システムでは， pressto talk による単信方
式が一般的であるが，運用モデルの簡略化のため1保留時間
内では送信，受信両無線局単位の送受変更はないものとして
放っている。
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とれに所属する局数が1局，移動局の無線局単位が1個

でとれに所属する局数が3局の場合には，無線局単位の

可能な組み合わせは （Bi.M1), (Mi. B1), (Mi. M1) 

の3通りがあり，各組み合わせのON率は次の手順で求

まる。すなわち（8.2）式より ρ（B1)=114，ρ（Mi)=3/

4が求まり，荷重値 ρ即＝15/16となる。次lζ （8.4）式

を用いて ρon(Bi.M1) =O. 2, ρon (Mi. B1) =O. 2, ρm 

(Mi.M1)=0.6が求まる。

以上述べた無線局単位のON率は，ある割り当て周波

数の延べ呼数に対する，相対する無線局単位別の呼数の

割合というとともできる。例えば呼数を100とする場

合，前述の例のON率では， M，から B1への呼数が平

均して20,B1から M，への呼数も平均して 20，更に
M』の移動局3局間では平均して60の呼数となるといえ

る。

2.3.3 対象地域の処理

i増上移動無線システムでは移動局（移動する局全般を

いう。以下同様）の位霞lとより混信妨害の発生郡が大き

く変化する。とのためその移動術開をより適確には採

し，シミュレーションlと反映するととが結果の信頼性肺1

1こへの大きな要素となっている。
シミュレージョンの対象とする移動範囲の設定lとは，

事項書による移動範囲，基地局等の設置場所分布，地形，

都市化の傾向などを考慮している。との移動範囲は，縦

と横をそれぞれ0.3km間隔で区切られ，できた正方形ー

（以下「ゾーン」と呼ぶ）個々に論理番地が与えられ

る。とれにより各無線局単位の設置場所，移動位置はと

の論理番地で表現するととができる。なお移動局の位置

決定は， 2つの乱数lとよりおとなっている。

3. シミュレーションの方法

3. I プログラムの概要

乙のプログラムは FORTRAN言語を用い約800ステ

ップからなる。主な処理の流れを第11図に示す。以下同

図を用いて処理の手順を示す。（1）~スター， トランザク

ション両ファイルは磁気ディスクに格納されているが，

これを内部メモリーに読み込む。新たに検討する周波数

があれば，周波数とその無線局の仕様をカードから読

み，マスター及びトランザクション両ファイルIC追加す

る。（2）希望波を設定する。試行時間内はとの希望波l乙注

目して時計（3.2 if(Yで詳述する）を進め，非希望放の状

態検索をする。ただし希望波として扱うのが困難なも

の，例えば対象地域外とで回線を構成する周波数などは

希望波としない。（3）トランザクションフ 7イルから周波

数ごとに一組の相対する無線局単位を選択する。 ζれに

は2.3.2項で述べたON率と一様乱数との対応関係、を用

いる。（4）選択された無線局単位に移動周があればその位
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り

第11図処Jillの概要の流れ図

置を決定する。（5）周波数ごとに選択された相対する無線

局単位について，呼の生起時刻と保留時間を決定する。

なお以下，特別な場合を除いて，相対する無線局単位の

保留時間内を「運用中」とII子ぴ，呼空間隔（呼の終了時

刻と次の呼の生起時刻との聞の時間）内を「運用休止

中」と呼ぶ。（6）希望波の入力電圧を計算する。また希望

波と非希望波が同時に保留となる場合，非希望波の入力

電圧の計算：など，適用中としての必要な処斑をする。（7)



1田

希望波の入力電圧が2.2節で述べた所要値を満足してい

るか検査する。所要値未満であれば必要な処理をして目。

項へ移る。（8）受信機の位置を考慮した外米雑音の入力電

圧を推定する。乙の値と希望波入力電圧を比較し，所要

CN比を満足するか検査する。満足しない場合は外来雑

音妨害として処理し次項へ移る。（9）同一周波数，近接局

波数，相互変調などの各混信妨害について，運用中の非

希望波すべてを検索する。検索は2.2節で述べた方法で

行う。すなわち，運用中の非希望波について入力電圧最

メインプログラムから

希望j庄の時計 TD←日

非希望i鹿の時計TU凋』U

電波研究所季報

大許容値を求め，乙の値と非希望波入力電圧を比較し混

信妨害となるか否かを判定する。混信妨害となるものは

各混信妨害の必要処理をして側項へ移る。なおとのプロ

グラムでは，（7）項を除いて同一検索で異なる混信妨害を

重複して受け入れている。醐（7）～（9）項で行う混信妨害検

索で混信妨害と判定されたものは，その都度希望波，非

希望波両無線局単位の位置，局間距離，空中線電力，入

力電圧などの状態を出力し，問項の判定を経て次回の検

索lと移る。日目（7）～（9）項の検索で希望波が混信妨害を受け
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メインプログラムへ

第12図時間処理11:注目した流れ図
（破線内は時間処理11:直接関係しない主な処理の概要である）
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なかったときは，通信が可能であった旨の必要処理をし

て次項に移る。間以上の処理を試行設定時刻まで繰り返

し，最終結果として希望波の通信可能回数，受けた混信

妨害の種類と回数及び検索回数lζ対するとれらの割合を

出力する。

3.2 時間処理

乙のシミュレーションでは，周波数どとに呼の生起間

隔で時刻を進める時計をもち，特に希望波の時計では混

信妨害検索時刻を設定している。

第12図に時間処理の流れ図を示す。以下問図を参考lと

処理手順を述べる。（1）希望波の時計を TD，各非希望波

の時計を TUnとして，各時計を0時lζ設定する。（2）希

望波の保留時間 TDh，呼の生起間隔 TDcを決定す

る。（3）希望波について呼の生起間隔よりも保留時間が長

くなる場合は，保留時間と呼の生起間隔との差時間を待

ち時間 TD聞として処理する。またこの現象が生じた場

合は，呼の生起間隔を保留時間相当まで延長する。（4）希

望波保留時間終了時刻 TD，を TDと TD11.の和で求
め，次IC::希望波の時計 TDを前回の TDから TDc

進める（第13図の説明図を参照）。（5）各非希望放も（2)(3)

項と同じ操作で保留時間， 呼の生起間隔 TU叫， TU,.e

を決定し， TU叫＞TUncなら TUn11.を TUncに代入

する。（6）各非希望波について（4）項と閉じ操作で保留時間

終了時刻 TU，.， を求め，各非希望波の時計 TUη を次
の呼の生起時刻まで進める。（7）希望波保留時間終了時刻

TD，と非希望波の時刻 TU”を比較し，次の条件lとよ
りそれぞれの処理に移る。

TDs>TU，旬：との条件を満足する非希望波は時計が
遅れている状態で， TD.~TUπ を満足するまで無線局

単位の選択，保留時間，呼の生起間隔の決定など（5)(6）項

の処理を繰り返す。

呼の生起間隔
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TD.~TUn ：乙の条件を満足する場合は，希望波の

保留時間終了時刻 TD， と各~J；希望波の保留時間終了時

刻 Tu，.， を比較し，次の条件lζよりそれぞれの処理lζ
移る。

TD,>TU削：乙の条件を満足する非希望波は呼空間

隔内lとある。したがって乙の周波数は運用休止中の処理

をする。

TD.~TUns ：この条件を満足する非希望波は希望波

と同時運用中である。したがってとの非希望波の入力電

圧計算など運用中としての必要な処理をする。

(8）希望波保留時間終了時刻 TD，で，運用中の非希望
波の混信妨害検索をする。（9）以上の処理が終了後，希望

波の時刻 TDと試行設定時刻を比較し， TDが小さい

場合は次の呼のための無線局単位の選択，保留時間，生

起間隔の決定など（2）項からの処理を繰り返す。 TDが設

定時刻を超えた場合は，設定した希望波の混信妨害検索

は終了したものとみなし，試行時間内の検索結果を出力

する。

以上の処理手！｜貝では，説明を容易にするため1保留時

間1検索として扱ったが，保留時間長によっては各非希

望波の状態変化もあるので，実際iとは保留時間長により

第3表混信妨害検索時刻の設定法

保留時間の長さ 芳1回目 芳2闘目 方’3凶日

30秒以下 保留時間
終了の時刻

~秒秒以を下こえて 呼の生秒起時目刻 保留時間
から15 終了の時刻

ω秒をこえるもの 岡上 日干の生秒起時目刻 終保留了時の時間刻から45

TD 

TU, 

一一一一一→ーT叫
T叫

0印il:非希望波「運用休止中」を示す

混信妨害検索時刻TD., TD., 
(1回目試行） ( 2回目試行）

0 10 20 却 40 切印 70 80 

時刻（秒）

第13悶時間処理の説明図
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3固まで検索するよう考慮しである。検索時刻の設定要

領を第3表iζ示す。既に述べた TD,には同表で示す値

を与える。なお第2回目，第3回目の検索における移動

局の位置は，前回の検索時の位置に隣接するゾーンへの

み移動可能とする。とれは自動車の速度と検索間隔を考

慮して設けた制限である。なお希望波以外の運用中の移

動局は，保留時間内での位置変化はないものとする。

以上，検索時刻の設定を含む時間処理について述べた

が，手順の中で特lζ（3）項は新しい試みとして待ち時間処

理を扱ったものである。すなわち保留時間と呼の生起間

隔は，あらかじめ準備した平均値と指数分布乱数（3.3

節で詳述する）とで両者独立に決定するため，呼の生起

間隔よりも保留時間が長くなる場合がある。乙の現象は

実際の運用で，前lζ生起した呼の保留時間内l乙次の呼が

生起するζとに対応する。乙乙では希望波でのみ乙の現

象に注目し，保留時間と呼の生起間隔の業時間を待ち時

間として処理する。

3.3 確率分布乱数の発生（251とその用途

乙のシミュレーションで扱う確率分布は一様分布，正

規分布，指数分布の3通りであり，各分布lζ従う乱数の

発生には区間〔o.o,1.0〕の一機乱数Rを用いている。
なお Rの計算法は乗算合同法を用いている。

(1）一様分布

乙ζで扱うのは離散的な一様分布で， ζの乱数 IRは

(9）王えによって発生させ，その区間は〔ん 12〕である。

なお Rが 1.0の場合は使用せず， また IRIと小数点

以下の端数が生じたときは切り捨てる。

IR=I1+ {(I2+l-l1）×R） ……（9) 

IRの用途はマルチチャネJレコードをもっ周波数の1

波選択，周波数どとの相対する無線局単位の選択，マル

チアンテナコードをもっ無線局単位の使用アンテナの選

択，移動局の位置決定などである。

(2）正規分布

とζで扱うのは連続的な正規分布で，との乱数RNの

発生は平均値を EN, 標準偏差を SNとして側式によ

っている。

RN={SNx（私－6.o）｝＋町 ・佃

RNの用途は，信号電界強度と雑音電界強度の決定で

ある。なお ENについては， 信号電界強度の場合（1）式

から求まる値，雑音電界強度の場合は希望波受信点での

自動車通過台数から推定される値を用いる。

(3）指数分布

乙乙で扱うのは連続的な指数分布で，との乱数REの

発生は平均値を EEとして(11)式によっている。

RE=-EE×log.(R）……間

電波研究所季報
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第14闘中継用基地局を持つ2周波方式の説明図

送信局位置
（指向性コード3)

→。3~
＝＃およ

-fr 

第15図指向性コードとその対象ゾーンの関係
（指向性コード3の場合）

REの用途は，保留時間と呼の生起間隔の決定であ

る。なお EEについては， 目的コード別に準備した保

習時間，呼の生起間隔を用いている。

3.4 運用コードの処理

2.3.1項で述べた一般及び運用項目のなかで，シミュ

レーションの実行中lζ処理される項目のコードを乙ζで

は特lζ 「運用コード」と呼ぴ，その主なものについて処

理方法等を述べる。

(1) リンクコード

リンクコードをもっ無線局単位の運用中及び運用休止

中の処理は，次の方法によっている。すなわち第14図の

説明図で示すような回線構成では，／1回線を優先回線と

みなし， A回線の保留時間，呼の生起間隔等の設定はす
べて／1回線と同一の値を用いている。

(2）指向性コード

第15図に指向性コードとゾーンの関係の一例を示した

が，との関係を用いて指向性コードをもっ無線局単位の

運用中及び運用休止中の最終的な処理をする。すなわち

運用中の無線局単位であっても，コードに対応するゾー



ョンでは対象とする地域の選定にあたり，後述の妥当性

の検討を特lζ考慮する必要があり，これを重視すると ζ

の地域が最も好条件を備えているといえる。

4. I 割当周波数の概要

昭和48年10月現在， 乙の地域lと割り当てられている

150MHz帯陸上移動無線用周波数は34波（内1波はシ

ミュレーションの対象外とする）で，総無線局数はお4

防である。これをシミュレージョンの入力データとして

整理すると無線局単位は丁度100個となり7スターファ

イルに記録される。マスターファイルの一部を第16図

lζ， トランザクションファイルの一部を第17図lζ示す。

なおマスターファイルには対象地域外とで回線を構成

するものも幾っかあり，対象地域外から内lζ向かって送

信する周波数が6波，無線局単位は8個である。またシ

ミュレーションの対象とする33波の内の1波は，簡易無

線局別周波数であるが， ζとでは他の周波数と同ーの取

り扱いをする。
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ンの範囲（第15図の例では斜線で示した部分）に受信機

が位置していない場合は，その無線局単位は運用休止中

として処理している。

(3）設置場所コード

設置場所コードに特殊な値をもっ場合，すなわち対象

地域外lζ設置された無線局単位の電界強度処理は，次lζ

述べる方法によっている。乙のコードをもっ無線局単位

は固定局であり，その局閲距離は対象地域の中心からの、

距離で代表できるほど，十分長い場合が多い。したがっ

て，その中心で求めた電界強度を対象地域全域lζ適用す

る。
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シミュレーション実験

対象とする地域は県庁所在地で1.000～2,000m級の山

花閉まれ， 1盆地1都市という地理条件を有する。との

ため近接梅市との無線回線の分離皮が高く，また人口，

面積の面では典明的な中綿TITである。乙のシミュレーシ

4. 

パラメータの設定航

試行H事関 約4時間

平均保留時間
コードl 25秒.661伺／時間

コード2 30秒.361司／時間
平均呼数

コード3 45秒， 401•1 ／時間

信号電界強度標準偏来
基地局ー移動局 9.0 dB 

移動局一移動局 12.6dB 

都市雑音電界強度平均依 市街中心部 12. 8d8μ (100台/10分）

（自動車通過台数） その他 2.8 dBμ （初台/10分）

都市雑音電界強度標準偏差 9.4 dB 

受信機高周波部特性 Q=75, N=6として（2）式による

低周波出力所要SN比 12.0dB 以上

希望波所要入力電圧 0.0 dBμ以上

対外来雑音所要CN比 4.2 dB以上

同一周波敬混信妨害所要DU比 (3）式による

近接周波数混信妨害所要DU比 (5）式による

相互変調混信妨害所要DU比 (7）式による
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トランザクションファイルの 1例第17図
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シミュレーション対象地域のゾーン構成第18図
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4.2 設定条件

第18図で示すように市役所を中心IC36吋の面積を対象

地域とし，ゾーン400個で構成する。乙の地域ICは市街

地全域とその周辺の郊外地を合み，設置されているほと

んどの無線局はこの地域内に存在する。

シミュレーション実験で用いた主なパラメータを第4

表lと示す。なお平均保留時間，平均呼数は第1表の目的

コード別での最繁時のものを使用し，また都市雑音電界

強度の平均値は，自動車の通過台数を考慮して市街地中

心部（第18図斜線範閉）とその他の地域とで異なる値を

与えている。

4.3 結果と検討

第5表Iと混信妨害予測結果を示す。乙乙lζ示した周波

数は，対象地域外の設置無線局単位等lζ関係する周波数

を除く， 150MHz得陸上移動無線用の割り当て周波数の

191 

すべてである。同表lとよれば希望波の入力電圧不足がか

なり多く発生している。また外来雑音妨害の発生は，希

望波の入力電圧不足の発生とよく似た発生傾向を示して

いる。これらの予測結果で注目されるのは，外来雑音妨

害が最も多い 162.05MHzで，所要入力電圧未満．とあわ

せて53.8%の通信不能がある。乙の周波数の無線局構成

は，すべてアンテナ高1.5mの移動局で局数は17局，実

効ふく射電力の内訳は15.9Wが1局， o.swが8局， 0.1
Wが8局である。これに対して通信不能がわずか1.3%

の149.17MHzのそれは基地局，携得基地局の二重免許

で，アンテナ高が20.5m，実効ふく射電力は26.9W，移

動局はアンテナ高l.5mで25W，また携帯局はアンテナ

高1.5mでlWの各1局づつである。 ζれら雑音妨害の

極端な差は，回線構成上最適な無線局仕様として幾つか

の改良すべき余地があるととを示している。

買~5 表 ；甲l当て周波数の混信妨ilf;予測結果

蹄醐目的 噛検醐棚邸主J場外来線醐｜糧｛園事堂初欄品rr磁器，；1語嗣襲
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1420 159.05 3 125 228俗） 41. l 11 4. 8 28 (14) 12. 3 ! 82. 9 

1419 157 .73 234 326(17) 39 6 2.1 18( 8) 5.5 I 92.3 

2飽51位.93 2 回 181~1 副主口哩り 十十十 回2
事1000151.97 2 142 208 お.4 2 l.O I 99.0 

注1. 利用率とは延べ保留時間と試行時間との比をいう

也． 不記の項目については回数Oを示す
出． （%）の数値は出現回数と検察回数の割合を示す

注4. ( ）内の数値は希望波の入力電圧がOdBμ～lOdBμの範囲であった回数を示す

i土.5. ＊向iは第 6 表の設定条件でこの地域に追加害I］り~てを想定した』場合の実験結果である
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7 CL•21 TX• 8 TY宇‘ P•• ~~ TAT• れも ii,. i.41 •1= •z.o• •en= )'•''i ": .. r.~~ ＇＇· 
(a）主主コード説明 CHUMOKU：希望波回線， DESENST-1：非希隻波による近接周波数鳩信妨害.co・CHAN-I：非希望波による同一周波数

混信妨害， DT：希望波の受信機との局間距離伽nl.RL：希望波入力電圧（dBμ), DSTL：非希望波周波数の近接開放数混
信妨害の入力電圧最大許容値（dBμ),CCTL：非希望波周波紋の同一周波数混信妨害の入力電圧最大許容f直（dBμ)

;;rn 1slm 0"l ’~.！~ C~4~ o. m "CJt 20~~：；川計：i 1・10n』＝m L'iio ＆ ~I~』 c~ ＇. o ~：M ~＇！” ，＼ ~~~l l«~n i：『f ’ Iii’~·~： l 
骨ZL. u・＂＂＂ 1n ・ - - - - - - 15 0・‘H • n・’z“ 1 .n1,n ‘・・・・・・・ l 、．、＂・

(b）主なコード説明 NAME：希望波151.37MHzの免許人名， TC.N：検察回数， CC.N：呼数， USG：利用率， WC.N：待ちH手数， WT.T:J延
ベ待ち時間｛秒）， TL. T：延べ試行時間（秒）.IN. 0：所要入力電圧未満の回数， EN.O：外来雑音妨害の開放， cc.o：岡・
周波数混信妨害のl回数， DS.O：近接周波数混信妨害の回数， IM.O：相互変調混信妨害の回数， C.OK：混信紡害のなかっ
た回数（通信可能回数）， RTO：全試行問歓との割合（%）， RIL：希望波入力電圧が OdBμ～IOdBμのときのそれぞれの！”l数
を示す

第19図 シミュレージョン実験の計算機出力例 （N=6,Q=75, SN=20dB) 
（吋は混信妨害を受けたときの希望波，非希望放の回線状態を示す1例
（叫は希望波 151.37MHzの約4時間の試行での混信妨害予測結果

同一周波数混信妨害は関係2波でかなり発生するが，

無線局の仕．様の相違によるとみられる発生回数の差異な

ど，動的な特徴をよく示している。

近接周波数及び相互変調の両混信妨害は，乙の予測で

みるかぎり皆無に等しい。前者の混信妨害は 80dBを超

える UD比を要し， 乙れを満たすには受信機の間近を

通過する近接波の存在が条件になると考えられる。しか

しとのシミュレーションでは， 2.1節でも触れたように

送受信局の局間距離が0.3km；未満の場合は扱っていな

い。とれは伝搬特性の資料不足によるもので，今後とれ

らの資料の収集をはかるととで，正確な予測が可能にな

ると考えられる。

相互変調混信妨害は，乙の地域lと割り当てられた周波

数のうち，数波が乙の混信妨害lと関係する周波数であ

る。しかしシミュレーション実験の結果では，乙の混信

妨害はまったく発生していない。乙れはレベルや利用率

等を考慮した結果と考えられ，乙とでも動的な混信妨害

予測の特徴をよく示しているといえる。

以上の結果から判断して対象とした地域の周波数割り

当てに関し，同一周波数混信妨害を除いて，特lと注目さ

れる混信妨害周波数はなかったといえる。第四図はνミ
ユレージョン実験における計算機出力の一部で，同図（吋

は希望波（免許人名2019の 151.37MHz）が近接周波数

混信妨害及び同一周波数混信妨害を受けている一例であ

り，同図（同は設定した全試行終了時の同希望波の混信妨

害予測結果である。

なお第5表＊印の 151.97MHzは，第6表iと示す無線

局の設定条件でとの地域iと追加割り当てを想定し，影響

を調査した一例である。乙の設定条件では，同周波数の

追加割り当てによる他周波数への新たな混信妨害の出現

はなく，悶周波数の追加割り当ては可能と判断される。

しかし同表の自己回線の運用状態では，実効ふく射電力

が必要以上に大きいとも考えられ，将来の他局への混信

第6表迫加割り当てを想定した無線局の設定条件

毒事地局 移動局

通 番 1101 1102 

t由民 コー ド 0601 0601 

免許人名コード 1000 1000 

議別 コー ド 21 31 

設置 t場所コード 11, ll o.o 
種別 コー ド 2 3 

マルチチャネルコード 11 11 

周 i皮 数 151.97 (MHz) 151.97 (MHz) 

アンテナ切換 なし なし

実効ふく射電力 2.0(W) 4.7(W) 

アンテナ地上高 35.0(m) I. 5(m) 

指 向 性 なし なし

目 的 コー ド 2 2 

共通 i皮コード 。 。
2周波方式コード 。 。
リンクコード 。 。
局 数 1 1 

送 信 書4 合 50% 50% 

第7表待ち時間の処理結果

目的コード

1 2 3 

パ設 平均保留時開 （秒） 25.0 30.0 45.0 

メラ定 平 均 日子 数 （回） 66 36 40 

タ値 平均利用率 （%） 46.0 30.0 50.0 

シ実、‘ 、 平均利用率 （%） 39.3 27.8 43.1 

v ユ軍駐 ＊呼閉そく率 （%） 29.7 22.7 32.4 

；結 ｜“l困の待ち （秒） 25.2 29. 7 49. 7 
ヨ 平均待ち時閥
ン果 1・・・1困の呼当りゅl 7.5 6. 7 16.1 
注I. 権印は保留時間内に発生した呼教と金呼数との比
注：2. ＊＊印l主延べ待ち時間と待ち発生E手数との比
注3. ＊＊＊印は延べ待ち時間と金呼教との比
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妨害等を考慮すれば，実効ふく射電力の再検討が必要と

なる。

第5表の（ ）で示した数値は，希望波入力電圧がO

dBμ～1倒Bμ の範囲での混信妨害の回数をチェックし
たものである。とれには凶，（6）式の成立条件の下限値未

満の場合も含まれる。

第7表は待ち時間の処盟結果である。無線システムで

は運用中の回線への割り込みが可能なととから，待ち時

聞についてはあまり検討されていない。 ζ乙では一つの

試みとして取りあげたもので，同表によれば平均利用率

と呼閉そく率（呼の保留時間内lζ生起した呼の回数と金

呼数との比）は，ほぼ比例関係にある。待ち時間につい

ては呼の保留時間内IC::次の呼が生起し，前の呼の保留時

間終了を待つ間の時間として扱ったが，との現象は実際

の運用でも少なからず発生すると考えられる。なお同表

で，あらかじめ設定した平均利用率とジミュレージョン

実験結果のそれとが相違するのは，呼の生起間隔に待ち

時間処理をしているためである。

なお第5表の結果を得るのに要する計算機処理時間

は， Cp Uタイムで約12分である。

5.考案

5. 1 一般的考察

モデル化における検討事項のーっとして，電界強度の

計算法がある。とのシミュレーションでは中小都市を対

象としたため電界強度の計算には，奥村らの方法による

値より高い値となる Egliの方法を基本としている。し

かし最近の実測結果では中小都市でも奥村らの値lζ近い

ものもあり，今後は対象とする地域lζ最も適した計算法

の検討が必要と考えられる。

受信機の耐混信妨害特性は，型式検定合格機器の実測

結果lζ基づいて構成した，低周波出力 SN比と非希望

波入力電圧との関係を基本としている。乙の値の一般性

について現段階では，他の文献附とは測定条件，評価

基準等が異なるため詳しい検討はしていないが，今後乙

の値をより一般的なものとするため，多数の機器の実測

値を収集し，またこれらの標準偏差，分布等についても

検討すべきであると考える。

都市雑音の推定は自動車の通過台数を基本としたが，

近年著しい生活様式の変化もあり，陸上移動無線システ

ムにおける外来雑音について実際の妨害との関係など，

今後検討すべき余地があると考える。

運用モデルは従来あまり扱われなかったもので，との

シミュレーションでの一つの大きな特徴となっている。

乙の中デル化にはマスターファイルの作成など煩雑な手

作業があるが事項書，設計書の計算機管理が進めば，作
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業能率は大きく改善されるものと期待される。また陸上

移動無線システムでは，その運用形式が複雑なものもあ

るが，とれには現場等の意見を取り入れて，より実際的

なジミュレーション処理をすることが望まれる。保留時

間，利用率等については近年電波監視部門での整備も進

み，これらに関する資料が逐次発表される段階であり，

乙れらを活用したパラメータの設定が，結果の信頼組二向

上lζ大きく寄与するものと考えられる。

シミュレーションの手法については保留時間， IE]'・の生

起間隔などを取り入れ，時間変化と状態変化の対応関係

を確立した乙とが大きな特徴となっている。乙れに対

し，時計をもたず各試行どとに状態設定と検索を行うス

ナップショットの手法聞がある。乙の手法を用いても

結果は第5表とほぼ同じものが得られ，両方法による顕

著な差異は認められない。これは対象とした地域の割り

当て周波数，無線局がかなり少ないためと考えられる。

一方，本論文で提案する混信妨害予測法を用いた検討が

要求されるのは周波数，無線局とも極めて多い地域主予

想され，これらの地域での混信妨害予測には，時間変化

を取り入れた本方法がより有効性があると考えられる。

なおこ乙で検討した混信妨害予測には，他周波数帯か

らの混信妨害は考慮していないが，この理由は (1）この

混信妨害は受信機高周波部の周波数特性で，ある程度除

去できるため影響が少ない (2）乙の混信に関係する非希

望波は使用目的，変調方式，運用方法など多種多様で，

モデル化が極めて困難である，の二つによるものであ

る。しかし今後他周波数帯からの混信妨害の実態調査が

進めば，その結果によっては広範な周波数を対象とする

混信妨害予測法の確立も，課題となると考えられる。

5.2 パラメータによる予測結果への影響

以上述べてきたシミュレーションの方法及び結果は，

基準となるパラメータの設定値を一定としている。こと

では設定値変更による予測結果への影響が顕著と考えら

れる，出力 SN比と高周波特性の二つのパラメータに

ついて検討する。

まず出力SN比の設定値を変更する場合であるが，変

更値には実測資料があるため耐混信妨害特性の記述が容

易な SN比20dBを選ぶ。なお本論文で扱ってきたSN

比1剖Bは，移動無線システム専用回線での最低所要品

質と考えられ，こ ζで検討する 20dBの値は1段階高品

質なものといえるの叩，刷新たに設定した値を第8表に

またシミュレーションの結果を第9表IC::示す。なお第9

表の出力 SN比1剖Bのものは，比較の便宜上第5表の

結果を転載して示している。乙の結果では近接周波数，

相互変調両混信妨害のSN比による変化はほとんど認め

られない（第10表参照）が，所要入力電圧未満，外＊雑
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第8表 出力SN比20dBでのパラメータ設定値

低周波出力所要SN比 20.0dB 以上

希望i鹿所要人力電任 2.5dBμ以 I:

対外来維音所要CN比 8.0dB i:J.I: 

同一周波数混信妨害所要DU比 i主l

近接周波数混信妨害所要DU比 注2

相互変調混信紡害所要DU比 i主3

注1. (3 ）式の Uc•.x を次式で与える

I 2 D-17.5 lOdBμ>D:;;; OdBμ 
uε... = l (12) 

I Dー7.5 D孟lOdBμ

i並． (4）式のu:...を次式で与える
u; •• ,=82. 5+ (3/4) D (13) 

註'3. (6）式の U；仏xを次式で与える
u : •• , =23. 2+6 .41 D-0.お6D'+0.106×10-・D' 
-0.158×10-' D'+O .928×10-'D' (14) 

注：4. ここで示したパラメータ以外は芳4表と同じである

音妨害，同一周波数混信妨害では，各々数必の変化が生

じている。乙れを通信可能率でみると SN比12dBの場

合iζ比べ約75ぢ前後低下するものが多く， SN比 1剖B

から 2倒Blζ変化したととで，全体の平均として約5.7

電波研究所季報

%の低下となる。なお SN比12dBの通信可能率が90

9ぢを超えるものは， SN比 20dBでも極めて低下率の少

ないととが注目され，とれらの回線は電界強度IC大きな

マージンがあることを示している。

次lζ高周波部の周波数特性を変更した場合を検討す

る。高周波特性は（2）式で N=6,Q=75として計算され

る減衰特性36dB/Octのものを用いてきたが，乙乙では

乙の減衰特性の変化による近接周波数と相互変調の二つ

の混信妨害の効果をみるため， N および Qiζ2,3の異

なる値を与えて検討する。第10表はこの検討結果の一例

で，周波数特性をまったく平坦とした場合の予測結果で

ある。なお比較のため N=6,Q=75での結果もあわせ

て示す。また出力 SN比は前述の 12dBと 20dBを用

いている。乙の結果lとよれば，平坦特性で近接周波数混

信妨害が若干増加するが大部分が1%以下で，また SN

比 1剖B と 20dBの場合では， その差がほとんど認め

られない。したがってとれら2つの混信妨害には，出力

SN比及び高周波特性に関するパラメータはそれほど重

要な影響はないといえる。しかしこれは対象とした地域

第9表 出力SN比による混信妨害予il!IJ値の比較

単位は%

周波数 希望波所要人11電圧未満 外来雑音妨害 同一！渇波数混信妨害 通信可能楽

(MHz) * O.OdBμ **2.5dBμ * 12dB **20dB * 12dB **20dB * 12dB 命＊20dB

146. 06 12.6 14.1 10.2 15.5 77.2 70.4 

148.01 8.2 11.l 13.8 17.9 77. 7 70. 7 

148.29 11. 4 15. 0 18.6 21. 0 70.1 64.1 

149.65 10. 4 13~ 4 11. 9 15.8 77. 7 70.8 

151. 33 2.4 4.4 14. l 19.0 83.5 76.6 

151. 37 1. 6 2.4 4.0 8.0 14. 7 16. 7 81. 7 75. 7 

151. 37 2. 5 3.8 12. 2 13.9 23.5 28.2 66.4 60.1 

149. 17 1. ：~ 3.1 98. 7 96. 9 

149.81 3.8 6.1 6.1 7. 5 90. l 86.4 

150.29 13.2 16.0 20.4 24. 0 66.4 60.0 

151. 81 13. 4 15. 1 14. 6 18.0 72.0 66. 9 

152.25 3. 8 5.9 12.4 18.8 83.9 75.3 

150.25 5.9 9.8 15.6 16. 1 78. 5 74.1 

154. 59 5.1 7.6 12.3 14. 8 82.6 77.5 

152.33 4.4 5.9 4.4 4.9 91. 2 89.2 

153.97 6.8 7.3 18.1 20.3 75.1 72.3 

154.17 2.6 5.2 11. 6 17. 2 85. 8 77. 6 

162. 05 27. 5 :{2. 0 26. 3 28. 7 46.2 39.3 

146. 24 24.3 30.1 2:t3 26.0 52.4 43.9 

1-16.34 16.9 19. 6 :w.9 2・1. 8 62.3 55.5 

146.20 22. 9 27. l 20.3 22.2 56. 9 50. 7 

159.05 4.8 6.6 12.3 14.0 82. 9 79.4 

157.73 2.1 3. 7 5.5 7.1 92.3 89.3 

162.93 7.2 10. 5 11. 6 16.6 81. 2 72.9 

注1. ＊印は第5表を転載したもの
i.=1:2. ＊＊印は第8表のパラメータを使用
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第10表高周波部周波数特性による混｛言妨害予測値の比較

単位は%

三案
近接周波数混信妨害 相互変調混信妨害

N=6,Q=75で121.式による 平飽特件． N=6,Q=75で121式による 平 m持性
12dB 20dB 12dB 20dB 12dB 20dB 12dB 20dB 

146. 06 o. 5 
148. 01 0.3 0.3 0. 3 0.6 

148.29 0.9 I. 5 0.3 0.6 

149. 65 o. 5 I. 0 
151. 33 0.4 0. 8 

151. 37 0.4 I. 2 

151. 37 0.4 0.4 0.4 0.8 

149.17 

149. 81 

150. 29 o. 4 0.4 
151. 81 0.8 I. 3 

152.25 0.5 0.5 

150. 25 0.5 0.5 

154.59 0.4 

152.33 0.5 0.5 

153. 97 0.6 0.6 

154.17 0.4 0.4 

162. 05 

146. 24 I. 0 

146.34 0.3 0.3 

146. 20 0.3 0.3 

159. 05 0.4 0. 9 

157. 73 0. 9 1. 5 

162. 93 2.2 2.8 

注1. 出力SN比12dBの主要パラメータの設定値は第4表による
注2. 出力SN比20dBの主要パラメータの設定値It第8表による

の苦手jり当て周波数および無線局の少なさによるものと考

えられ，他の機会での再検討を予定している。

6.結言

乙の混信妨害予測シミュレーションは，我が凶の陸上

移動無線システムを考慮し，入力データには割り当て周

波数とその無線局の特徴を用い，また基本となるモデル

を伝搬，受信機，運用の3つで構成するなど従来にない

幾つかの特徴を有している。したがってとのシミュレー

ションを用いれば，対象とする地域での混信妨害予測を

はじめ，周波数の迫加割り当て，置局配置，電力，アン

テナi角．の適否及び待ち時間など多方面にわたる運用状態

のは握が可能であり，乙の結果に基づく効率的な周波数

配分も十分期待できると考えられる。またモデルの一つ

である受信機については4つの耐混信妨害特性で構成し

たが，用いた数値は我が国における一つの基準とも考え

られ，混信妨害予測とは異なる面での利用も可能であ

る。一方，短所としては地域の特殊性などに関する前処

理作業が多いことである。また今後の課題としては計算

機プログラムの保守，記憶装置の制限あるいは妥当性の

評価法の確立などがある。今後はこれらの解決を図り，

より信頼性のある混信妨害予測法iζ改善する予定であ

る。
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